
010内 閣 本 府 432546, 285502, △ 14744,

010内 閣 本 府 共 通 費 335180, 976179, △ 359

1 01-95 内閣本府一般行政に必要
な経費

196 中長期の経済運営共通経
費

２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )62267, ( )55367, ( )25169, ( )80869, ( )17774,
予 算 額 62267, 55367, 25169, 80869, 17774,

(要  求  要  旨) 
 
中長期の経済財政運営の企画立案等に必要な共通経費である。 

95016-2123-09-1010庁 費 01973, 17572, △ 844 １．備品費

事務用備品費 660 611( )
   555,000   (       ) 
   600,000    1.10   @ 

２．消耗品費 888 2271,( )

プリンタートナー 257 0251,( )
 24 (  ) 
  6     38,800  1.10    本 

コピー用紙 54 54( ) 36      1,375  1.10    箱   @ 

ステイプル針代 148 148( ) 28     4,800  1.10    個  @ 

国内図書 264 0( ) 80     3,000  1.10    冊  @ 

外国図書 165 0( ) 30     5,000  1.10    冊  @ 

３．印刷製本費 5352, 1393,( )

①中期経済財政計画の企画・立案に要する経費 721 721( )

シナリオ検討資料（軽印刷、Ａ４、上質紙、６５頁）

42 42( ) 100     448.8  0.946     部  @ 

中期経済計画（平版印刷、Ａ４、上質紙、１０頁）

26 26( ) 500     54.7  0.946     部  @ 

中期経済計画資料集（軽印刷、Ａ４、上質紙、２５０頁）

653 653( ) 400     1,726.3  0.946     部  @ 

②ＰＦＩ推進室関係

ＰＦＩ法・基本方針・ガイドライン等（平版印刷・Ａ５、上質、７
２５頁）

610 610( ) 30     21,500  0.946    部  @ 

③ＰＦＩ法改正経費（軽印刷、Ａ４、上質） 651 651( )

令 和 ５ 年 度 歳 出 概 算 要 求 額 明 細 表

19内 閣 府 所 管(政策統括官（経済社会システム担当）)
(単位:千円)

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



３点セット（１００頁） 33 33( ) 50     690.5  0.946    部  @ 

５点セット（１５０頁） 265 265( ) 270     1,035.8  0.946     部  @ 

白表紙（２００頁） 353 353( ) 270     1,381  0.946     部  @ 

④経済・財政一体改革推進委員会関係

報告書印刷（平版印刷、Ａ４、３色カラー、上質、１８５頁）

553 553( ) 300     1,945.3  0.946     部  @ 

⑤前年度限りの経費 0 604( )

４．通信運搬費 973 0071,( )

回数乗車券（ＰＡＳＭＯ）利用料

210 244( )
 4     61,112 ( )   (      ) 
 7     30,000   枚  @ 

郵便料

所轄庁への連絡 763 763( )

定形２５ｇ

101 101( ) 12    100       84     1    回     箇所  @ 

定形外（規格内）１００ｇ　簡易書留

662 662( ) 12    120       460    1    回     箇所  @ 

５．借料及び損料 04311, 04311,( )

会場借料

経済・財政一体改革推進委員会及び各ＷＧ

871 871( ) 12     66,000   1.10    回  @ 

深夜自動車借料

17210, 17210,( ) 72    4    12     8,800  0.39  0.8576    人   回    月  @ 

６．会議費

会議開催 295 295( ) 21    112     114  1.10    人     回  @ 

７．賃金 98244, 63944,( )

事務補助員（１年未満） 66913, 63220,( )
  6     3,438,651  ( )   (         ) 
  4     3,417,152    人  @ 

事務補助員（１年以上） 29523, 8317,( )
  2     3,915,539  ( )   (         ) 
  6     3,882,572    人  @ 

事務補助員（２年以上） 0188, 17616,( )
  4     4,043,904  ( )   (         ) 
  2     4,009,002    人  @ 

８．保険料

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



事務補助員 3381, 4522,( )
  6          408,707  ( )        (       ) 
  4    1     334,608    人   年  @ 

９．子ども・子育て拠出金

事務補助員 50 75( )
  6          12,578  ( )        (      ) 
  4    1     12,502    人   年  @ 

１０．雑役務費 4119, 5318,( )

①速記料

1606, 2805,( )
 120 (   ) 
 140    2       20,000    1  1.10     回   時間  @ 

②翻訳料 7321, 7321,( )

独仏文和訳 234 234( ) 22     4,830  2    1.10    枚  @        回 

伊文和訳 117 117( ) 22     4,830  1    1.10    枚  @        回 

和文英訳 3811, 3811,( ) 223     5,630  1    1.10     枚  @        回 

③テープ反訳

169 169( ) 3    2       16,000  1.6   1.10   回   時間  @ 

④通訳料（ＯＴＯ） 305 305( ) 5     55,400  1.10   回  @ 

⑤会議中継 0451, 0451,( ) 5     190,000  1.10   回  @ 

計 17572, 01973,( )

2 06-95 重要政策に関する会議等
に必要な経費

316107, 801107, 485

163 民間資金等活用事業推進
委員会経費

7093, 7093, 0 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )9422, ( )3544, ( )8743, ( )8722, ( )8273,
予 算 額 5894, 3544, 0684, 9573, 8273,

（要  求  要  旨） 
 
    民間資金等活用事業の推進に関し、民間資金等活用事業推進委員会が行う調査審議に必要な経費 
  及び同委員会担当室の運営等に必要な経費である。 
 

95016-2111-05-0200委 員 手 当 8212, 8212, 0 １　委員会出席手当 0771, 0771,( )

　（１）委　員　長 136 136( ) 1    6                22,700   人   回             @ 

　（２）委　　員 941 941( ) 8    6                19,600   人   回             @ 

２　部会出席手当 7441, 7441,( )

　（１）委　　員 470 470( ) 4     6                19,600   人    回             @ 

　（２）専門委員 2741, 2741,( ) 12    6                 17,700    人   回              @ 

計 8212, 8212,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



95016-2129-06-0110諸 謝 金 47 47 0 １　意見聴取謝金

　大学教授等 47 47( ) 1    4    1.5        7,900   人   回     時間   @ 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 291 291 0 １　事務連絡旅費（全国平均１泊２日） 291 291( )

　１０～７級 152 152( ) 1    3     50,520   人   回  @ 

　６～３級 139 139( ) 1    3     47,720  0.97   人   回  @ 

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 550 550 0 １　委員会出席旅費 550 550( )

　委　員（１０級相当ブロック内日帰り）

95 95( ) 2       3   15,880   人        @ 

　専門委員（７級相当全国平均１泊２日）

455 455( ) 3       3   50,520   人 

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



221規制改革推進会議経費 51397, 20197, △ 312 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )333108, ( )405104, ( )22389, ( )491101, ( )524101,
予 算 額 375109, 582106, 36394, 587101, 524101,

（要求要旨） 
    規制改革推進会議の運営等に必要な経費 

95016-2111-05-0200委 員 手 当 11425, 86023, △ 2541, ２．規制改革推進会議経費 86023, 11425,( )

委員会 8336, 8336,( )

委員長 414 414( )  1    2    12     22,700 0.76    人   回    月  @ 

委員

4196, 4196,( ) 19    2    12     19,600  0.7182    人   回    月  @ 

分科会 99814, 99814,( )

委員

3135, 3135,( ) 6    3    2    12     19,600  0.6275   WG   人   回    月  @ 

専門委員

6859, 6859,( ) 6    5    2    12     17,700  0.76   WG   人   回    月  @ 

部会 0292, 0292,( )

委員

738 738( ) 5    1      12       19,600  0.6275   人   回      月    @ 

専門委員

2911, 2911,( ) 8    1      12       17,700    0.76   人   回      月    @ 

前年度限りの経費 0 2541,( )

95016-2111-05-0710非常勤職員手当 72850, 72850, 0 １．事務局経費 72850, 72850,( )

（１）政策参与（課長クラス） 8725, 8725,( ) 1    12    21     23,300   人    月    日  @ 

（２）政策企画調査官（企画官クラス）

7627, 7627,( ) 2    12    21     15,400   人    月    日  @ 

（３）上席政策調査員（補佐、係長クラス）

59211, 59211,( ) 4    12    21     11,500   人    月    日  @ 

（４）政策調査員（係員クラス）

50225, 50225,( ) 11    12    21      9,200    人    月    日 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 5631, 6482, 0851, 規制改革推進会議経費 6482, 5631,( )

参考人謝金（民間有識者謝金） 5631, 5631,( )

904 904( ) 40    1    2        11,300    人   回   時間  ＠ 

379 379( ) 24    1    2        7,900    人   回   時間  ＠ 

280 280( ) 20    1    2         7,000    人   回   時間   ＠ 

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



タスクフォース

構成員 0851, 0( ) 4    1    2      12     11,300   人   回   時間    月  @ 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 6191, 6291, 10 １．事務局経費

海外調査旅費（外国旅費） 843 843( )

指定職（パリ） 552 552( ) 1       843,400  0.654   人    @ 
 
       （級）    （航空賃）   （日当） （宿泊料） 
 
       指定職      796,000     21,700    25,700 
 
  日  当    指  8,300  ×  2日  ＋  丙  5,100 
 
  宿泊料    指 25,700  ×  1日 
 

　６級（パリ） 291 291( ) 1      445,500  0.654   人   @ 
 
       （級）    （航空賃）   （日当） （宿泊料） 
 
        ６級      410,000      16,200    19,300 
 
  日  当    指  6,200  ×  2日  ＋  丙  3,800 
 
  宿泊料    指 19,300  ×  1日 
 

２．規制改革推進会議経費

地方調査旅費（内国旅費） 786 776( )

１０～７級（全国平均１泊２日）

404 399( )
              49,920              (      ) 
 1        8   50,520   人         @ 

６～３級（全国平均１泊２日） 382 377( )
              47,120              (      ) 
 1        8   47,720   人         @ 

計 6291, 6191,( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 7205, 7315, 11 １．事務局経費

海外調査旅費（外国旅費）

８級相当　アメリカ合衆国（サンフランシスコ、ワシントン、ニュ
ーヨーク）

1711, 2011,( )
       1,200,800       (         ) 
 1     1,171,100  1   人  @            回 

 
       （級）    （航空賃）   （日当） （宿泊料） 
 
      ８級相当    1,074,800    28,800    67,500 
 
  日  当    指  7,200  ×  4日 
 
  宿泊料    指 22,500  ×  3日 
 

２．規制改革推進会議経費 5604, 5194,( )

（１）会議出席旅費

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



構成員（１０～７級相当　全国平均１泊２日）

6321, 2462,( )
             49,920     1.0             (      )(      ) 
 5     9     50,520  0.7178   人    回  @ 

（２）地方調査旅費 9282, 2732,( )

主査、構成員（１０～７級　全国平均１泊２日）

1661, 200( )
 4    1     49,920    1.0 ( )  ( )   (      )(     ) 
 5    5     50,520  0.923   人   回  @ 

政策調査員（６～３級　全国平均１泊２日）

7621, 0732,( )
      11     47,120    1.0      (  )   (      )(     ) 
 4    10     47,720  0.923   人    回  @ 

計 7315, 7205,( )

95016-2123-09-1010庁 費 76912, 60512, △ 164 １．事務局経費 65711, 82111,( )

（１）賃金（事務補助） 30911, 39911,( )

ア．２年以上 0094, 0444,( )
       4,043,904       (         ) 
 1     4,009,002   人  @ 

イ．１年以上 8833, 9163,( )
        3,915,539        (         ) 
 1      3,882,572   人   @ 

ウ．１年未満 4173, 4393,( )
       3,438,651       (         ) 
 1     3,417,152   人  @ 

（２）保険料（事務補助）

１年未満 335 409( )
         408,707         (       ) 
 1       334,608   人    @ 

（３）子ども・子育て手当拠出金（事務補助）

１年未満 13 13( )
        12,578        (      ) 
 1      12,502   人   @ 

２．規制改革推進会議経費 948 948( )

（１）印刷製本費

会議資料 155 155( ) 3        100   471   1.1   回           @ 

（２）借料及び損料 460 460( )

会場 330 330( ) 1     300,000   1.1   回  @ 

音響システム 130 130( ) 1     118,000   1.1   回  @ 

（３）雑役務費

公開ディスカッション　インターネット中継

333 333( ) 1     302,500   1.1   回  @ 

計 60512, 76912,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



241 休眠預金等活用審議会経
費

0946, 8916, 797 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )21217, ( )24816, ( )2119, ( )3526, ( )1576,
予 算 額 76117, 11417, 2119, 4836, 1576,

（要求要旨） 
  休眠預金等活用審議会の運営等に必要な経費 

95016-2111-05-0200委 員 手 当 3172, 3172, 0 委員出席手当 3172, 3172,( )

（１）総会 3001, 3001,( )

会長 136 136( ) 1     6      22,700  1.0   人    回  ＠ 

委員 0581, 0581,( ) 9     6      19,600  1.0   人    回  ＠ 

専門委員 106 106( ) 1     6      17,700  1.0   人    回  ＠ 

（２）ＷＧ

専門委員 743 743( )  7     6      17,700  1.0    人    回  ＠ 

（３）地方公聴会

委員 274 274( ) 2    7        19,600  1.0   人   地域  ＠ 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 381 381 0 意見聴取者金 381 381( )

参考人謝金（民間有識者謝金　学長相当）

68 68( ) 1     6      11,300  1   人    回  ＠         時間 

参考人謝金（民間有識者謝金　学部長等相当）

313 313( ) 9       4     8,700   1   人         ＠         時間 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 3481, 3481, 0 地方公聴会出席旅費 3481, 3481,( )

（１）全国平均１泊２日

１０級～７級 236 236( ) 1    6        50,520  0.78   人   地域  ＠ 

（２）全国平均１泊２日

６級～３級 1121, 1121,( ) 5    6        47,720  0.7766   人   地域  ＠ 

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 618 618 0 １．委員出席旅費（１０級相当　日帰り） 425 425( )

（１）総会 256 256( )

全国平均 217 217( )  3       5      36,120   0.4    人      回  ＠ 

県内 39 39( )  8       5      2,450   0.4    人      回  ＠ 

（２）ＷＧ 169 169( )

全国平均 144 144( )  2       5      36,120   0.4    人      回  ＠ 

県内 25 25( )  5       5       2,450   0.4    人      回   ＠ 

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



２．地方公聴会委員出席旅費（１０級相当　全国平均日帰り）

144 144( )  2       5        36,120   0.4    人      地域  ＠ 

３．ＷＧ参考人出席旅費（１０級相当　県内日帰り）

49 49( ) 10       3     2,450  0.67    人      回  @ 

計 618 618( )

95016-2123-09-1010庁 費 4301, 2272, 797 １．印刷製本費

答申書（平版、白黒、Ａ４（上質）、３０項）

150 150( ) 1,150    1      161.10  0.8118       部   回  ＠ 

２．借料及び損料

会場借上料（地方公聴会） 619 619( ) 7        108,900  0.8118   地域  ＠ 

３．会議費 19 19( )

（１）総会 9 9( )
               116               (   ) 
 16     6      115  0.8118    人    回  ＠ 

（２）ＷＧ 7 7( )
               116               (   ) 
 12     6      115  0.8118    人    回  ＠ 

（３）地方公聴会 3 3( )
                  116                  (   ) 
  7      5        115  0.8118    人     地域  ＠ 

４．雑役務費 4391, 642( )

（１）速記料 659 642( )

ア．総会 208 203( )
                20,800                (      ) 
  6    2        21,400  0.8118    回   時間  ＠ 

イ．ＷＧ 208 203( )
                20,800                (      ) 
  6    2        21,400  0.8118    回   時間  ＠ 

ウ．地方公聴会 243 236( )
                 20,800                 (      ) 
 7      2        21,400  0.8118   地域   時間  ＠ 

（２）インターネット中継費 780 0( )

初期費用 660 0( ) 1     600,000  1.10   式  @ 

総会 119 0( ) 6     18,000    1.10   回  @ 

雑費 1 0( ) 1     1,000    1.10   回  @ 

計 2272, 4301,( )

045経 済 財 政 政 策 費

3 01-95 経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

097366, 309322, △ 78843,

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



021 民間資金等活用事業調査
等に必要な経費

271164, 129152, △ 14212, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )088313, ( )200340, ( )383336, ( )554338, ( )513307,
予 算 額 152163, 655170, 651169, 788169, 788169,

011民間資金等活用事業の推
進を図るために必要な経
費

24550, 67850, 433 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )50936, ( )67835, ( )80750, ( )62152, ( )58051,
予 算 額 57336, 13336, 07554, 85553, 85553,

(要  求  要  旨) 
 民間資金等活用事業の推進を図るため、Ⅰ．地方公共団体への支援体制の充実を図るための経費、 
Ⅱ．ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する調査・分析に必要な経費、Ⅲ．ＰＦＩ実務者講習会開催に必要な経費、 
Ⅳ．Ⅰ～Ⅲに必要な事務補助経費を計上 

95016-2111-05-0710非常勤職員手当 13714, 13714, 0 Ⅰ．地方公共団体への支援体制の充実を図るための経費

ＰＦＩ推進室に専門家を採用 13714, 13714,( )

政策参与 6026, 6026,( ) 1    21    12     26,200   人    日    月  @ 

上席政策調査員 8982, 8982,( ) 1    21    12     11,500   人    日    月  @ 

政策調査員 6374, 6374,( ) 2    21    12     9,200   人    日    月 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 0341, 0341, 0 Ⅰ．地方公共団体への支援体制の充実を図るための経費 887 887( )

意見聴取

大学教授級 63 63( ) 4    2      1     7,900   人   時間   回  @ 

地方公共団体にＰＰＰ／ＰＦＩ専門家を派遣（協力者） 824 824( )

役員相当 226 226( ) 1    2      10     11,300   人   時間    回  @ 

部長相当 378 378( ) 1    2      27     7,000   人   時間    回  @ 

課長相当 220 220( ) 1    2      18     6,100   人   時間    回  @ 

Ⅱ．ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する調査・分析に必要な経費

官民連携インフラファンドに関する相談（意見聴取）

弁護士相談 120 120( ) 1    2      3     20,000   人   時間   回  @ 

Ⅲ．ＰＦＩ実務者講習会開催に必要な経費（講師）

大学教授級 27 27( ) 1    2      2     7,900  0.85   人   時間   回  @ 

計 0341, 0341,( )

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 5963, 6553, 59 内国旅費 5391, 5391,( )

Ⅰ．地方公共団体への支援体制の充実を図るための経費

コンセッション等に取組む地方公共団体に対する支援のための助言
、実態調査

566 566( )

（全国平均　日帰り） 240 240( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



内閣総理大臣等（その他の者）

97 97( ) 1     2           48,660   人    回・箇所  @ 

１０～７級 72 72( ) 1     2           36,120   人    回・箇所  @ 

６～３級 71 71( ) 1     2           35,720   人    回・箇所  @ 

（全国平均　１泊２日） 326 326( )

内閣総理大臣等（その他の者）

130 130( ) 1      2           64,960   人     回・箇所  @ 

１０～７級 101 101( ) 1     2           50,520   人    回・箇所  @ 

６～３級 95 95( ) 1     2           47,720   人    回・箇所  @ 

Ⅱ．ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する調査・分析に必要な経費

官民連携インフラファンド業務の実態把握のための現地調査

（全国平均　日帰り） 352 352( )

１０～７級 108 108( ) 1    1    3       36,120   人   回   箇所  @ 

６～３級

244 244( ) 3    1    3       35,720  0.758   人   回   箇所  @ 

Ⅲ．ＰＦＩ実務者講習会開催に必要な経費

都道府県の県庁所在都市で開催

（全国平均　１泊２日） 621 621( )

１０～７級 215 215( ) 1    1    5       50,520  0.85   人   回   箇所  @ 

６～３級 406 406( ) 2    1    5       47,720  0.85   人   回   箇所  @ 

外国旅費

Ⅱ．ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する調査・分析に必要な経費 1162, 0572,( )

諸外国におけるＰＰＰ／ＰＦＩに関する事例等の調査（アメリカ） 0861, 1921,( )

指定職の職務にある者 383 428( )
                  428,260                  (       ) 
 1      1         383,400   人     回      @ 

 
（航空賃）      （日当）      （宿泊料） 
  257,300          40,100        86,000   
 
 日当     甲地方      7,000 * 5日 + 丙地方  5,100 
 宿泊料   甲地方     21,500 * 4日 

６～３級 703 764( )
                  381,960                  (       ) 
 2      1         351,500   人     回      @ 

 
（航空賃）      （日当）      （宿泊料） 
 257,300         29,800         64,400   
 
 日当     甲地方      5,200 * 5日 + 丙地方  3,800 

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



 宿泊料   甲地方     16,100 * 4日 

諸外国におけるＰＰＰ／ＰＦＩに関する事例等の調査（スイス） 0301, 865( )

指定職の職務にある者 349 300( )
                  299,870                  (       ) 
 1      1         348,540   人     回      @ 

 
（航空賃）      （日当）      （宿泊料）                                                       
  222,440        40,100        86,000   
 
 日当     甲地方    7,000 * 5日 + 丙地方  5,100 
 宿泊料   甲地方   21,500 * 4日 
 

６～３級

681 565( )
                  262,970                  (       ) 
 2      1         316,640  1.075   人     回      @ 

 
（航空賃）      （日当）      （宿泊料）                                                       
 222,440          29,800         64,400   
 
 日当     甲地方    5,200 * 5日 + 丙地方  3,800 
 宿泊料   甲地方   16,100 * 4日 
 

計 6553, 5963,( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 1712, 5792, 408Ⅰ．地方公共団体への支援体制の充実を図るための経費 5492, 1412,( )

意見聴取 36 36( )

大学教授級（６～３級　日帰り県内）

5 5( ) 2    1     2,350   人   回  @ 

大学教授級（６～３級　日帰りブロック内）

31 31( ) 2    1     15,480   人   回  @ 

地方公共団体にＰＰＰ／ＰＦＩ専門家を派遣 5132, 1052,( )

役員相当（日帰り全国平均） 535 487( )
      10      (  ) 
 1    11          48,660   人    回･箇所  @ �

部長相当（日帰り全国平均） 1561, 975( )
       27       (  ) 
 1     32          36,120   人     回･箇所  @ �

課長相当（日帰り全国平均） 822 643( )
       18       (  ) 
 1     23          35,720   人     回･箇所  @ �

Ⅲ．ＰＦＩ実務者講習会開催に必要な経費

大学教授級（６～３級　日帰り全国平均）

30 30( ) 1    1     35,720  0.85   人   回  @ 

計 5792, 1712,( )

95016-2123-09-1010庁 費 6724, 5664, △ 106Ⅲ．ＰＦＩ実務者講習会開催に必要な経費

都道府県の県庁所在都市で開催 801 801( )

（１）消耗品費 19 19( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



コピー用紙（Ａ４） 12 12( )
         8     1,325         ( )   (     ) 
 1       9     1,225  1.10   カ月    箱  @ 

ＣＤ－ＲＷ 7 7( )
       1,260       (     ) 
 5     1,202  1.10   箱  @ 

（２）印刷製本費

実務者講習会開催用・説明配付資料（平版印刷、Ａ４、２０頁、
上質）

69 69( )   600     105.1  1.10      1       部  @ 

（３）通信運搬費 15 15( )

通信料 2 2( )

通話料（区域内、６分間） 1 1( ) 2     17  1.10   回  @ 

通話料（１００ｋｍ超、６分間）

1 1( ) 14     80  1.10    回  @ 

運搬費

実務者講習会開催用・説明配付資料送付 13 13( )

ゆうパック（１２０サイズ）

都内 2 2( ) 1       1,530   箇所  @ 

ゆうパック（１００サイズ） 11 11( )

北海道 2 2( ) 1       1,760   箇所  @ 

東北・北陸 3 3( ) 2       1,330   箇所  @ 

東海 1 1( ) 1       1,330   箇所  @ 

近畿 1 1( ) 1       1,440   箇所  @ 

中国・四国 2 2( ) 1       1,560   箇所  @ 

九州 2 2( ) 1       1,760   箇所  @ 

（４）借料及び損料 698 698( )

会場借料（全国都市会館　会議室（大）相当（１５０人収容））

139 139( ) 1       126,500  1.10   箇所  @ 

会場借料（ＫＫＲホテル東京　会議室（中）相当（７２人収容）
）

559 559( ) 7       72,600  1.10   箇所  @ 

Ⅳ．Ⅰ～Ⅲの事務補助に必要な経費 7653, 8713,( )

（１）賃金（事務補助員） 4173, 4493,( )
       3,448,913       (         ) 
 1     3,417,152   人  @ 

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



（２）保険料（事務補助員） 335 409( )
       408,707       (       ) 
 1     334,608   人  @ 

（３）子ども・子育て拠出金（事務補助員）

13 13( )
       12,578       (      ) 
 1     12,502   人  @ 

計 5664, 6724,( )

95016-2123-09-1040情報処理業務庁
費

719 719 0 Ⅰ．地方公共団体への支援体制の充実を図るための経費

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に係る情報提供の高度化 719 719( )

（１）人件費　研究員手当 647 647( )

上級研究員（委員長手当相当）

100 100( ) 1    4     22,700     1.1      1   人   日  @ 

主任研究員（委員手当相当）

216 216( ) 1    10     19,600     1.1      1   人    日  @ 

研究員（専門委員手当相当）

331 331( ) 1    17     17,700     1.1    1.0   人    日  @ 

（２）消耗品費 5 5( )

コピー用紙（Ａ４）

4 4( )
              1,325              (     ) 
 3      1     1,225     1.1      1   カ月   箱  @ 

ＣＤ－ＲＷ 1 1( )
       1,260       (     ) 
 1     1,202     1.1      1   箱  @ 

（３）印刷製本費

報告書（平版印刷、Ａ４、１００頁、上質）

1 1( ) 2     525.5     1.1      1   部  @ 

（４）諸経費

一般管理費（（１）＋（２））×０．１ 66 66( )

95016-2123-09-1046民間資金等活用
事業調査費

91623, 98823, 72Ⅱ．ＰＰＰ／ＰＦＩ事業に関する調査・分析に必要な経費 98823, 91623,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



021民間資金等活用事業の促
進に必要な経費

２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )579276, ( )522304, ( )576285, ( )933285, ( )933255,
予 算 額 579126, 522134, 576115, 933115, 933115,

(要  求  要  旨) 
 アクションプランに掲げられた「地域のPPP/PFI力の強化」を確実に推進するため、地方公共団体のPPP/ 
PFI案件形成の促進に必要な検討を行い、PPP/PFIを取り巻く諸課題の解決や、得られた知見の横展開によ 
り、地域におけるPPP/PFIの更なる推進を図る。 
具体的には、PPP/PFIノウハウ取得や情報交換を行う場であるPPP/PFI地域プラットフォームの形成、実効 
性のあるPPP/PFI導入規定の策定・運用、地域企業の能力の活用による地域ニーズに応えたPPP/PFI案件の 
普及拡大、法律・税務等の高度専門家からの助言を活用した多様なPPP/PFI手法の確立など、地方公共団  
体のPPP/PFI案件形成促進に向けて、事業フェーズに応じた切れ目ない支援を図る。 
 

95016-2123-09-1046民間資金等活用
事業調査費

026114, 451101, △ 57512,Ⅰ．ＰＰＰ／ＰＦＩ地域プラットフォーム形成促進に必要な経費 21515, 21515,( )

Ⅱ．実効性のあるＰＰＰ／ＰＦＩ導入規程の策定・運用に必要な経費 42617, 86334,( )

Ⅲ．地域企業の能力を活用したＰＰＰ／ＰＦＩ案件の普及拡大に必要
な経費

18442, 63550,( )

Ⅳ．高度専門家による多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の確立に必要な経費 62626, 31313,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



035 市民活動の促進に必要な
経費

68925, 10422, △ 5853,

001市 民 活 動 促 進 経 費 86215, 86415, 2 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )93284, ( )74362, ( )05160, ( )994145, ( )42552,
予 算 額 93284, 74362, 05160, 35953, 42552,

（要求要旨） 
  特定非営利活動の健全な発展をより一層促進するため、平成28年６月に「改正特定非営利活動促進法」 
が成立した。内閣府においては、引き続き、制度の円滑な施行及び情報発信等の事務を行う。そのため、 
本業務に係る必要経費を要求するものである。 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 297 297 0 １．地方ブロック会議の運営（都道府県との連絡・調整）等

地方ブロック会議

講師（大学教授級）

95 95( ) 1    1    2      6         1    7,900   人   回   時間   カ所         @ 

２．共助社会の担い手の研究に関する有識者懇談会 89 89( )

ア．東京開催懇談会（委員）

委員 39 39( )    1  2     19,600         回  @ 

イ．地方開催懇談会（委員）

委員 39 39( ) 2      1   19,600   人       @ 

ウ．東京・地方開催懇談会（有識者）

役員級 11 11( )   1    1  1       11,300             時間  @ 

３．寄附文化醸成に関する調査・研究

寄付文化醸成に関する講義

講師謝金（役員級） 113 113( )   5  1    2       11,300        回   時間  @ 

計 297 297( )

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 7901, 7901, 0 １．特定非営利活動法人の認定・認証制度推進業務 1171, 1171,( )

（１）地方ブロック会議の運営（都道府県との連絡・調整）等 778 778( )
地方ブロック会議（全国平均1泊2日） 

１０～７級 400 400( ) 0.9905  2    4        50,520           回   ヵ所   @ 

６～３級 378 378( ) 0.9905  2    4        47,720           回   ヵ所   @ 

（２）特定非営利活動法人制度等に関するヒアリング（全国平均１
泊２日）

339 339( )

１０～７級 150 150( ) 0.9905  3       50,520           ヵ所  @ 

６～３級 189 189( ) 0.9905  4       47,720           ヵ所  @ 

２．市民活動促進に向けた調査・研究

調査実施に関する旅費（全国平均１泊２日）

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



６～３級 142 142( ) 0.9905  3      47,720           回  ＠ 

３．共助社会の担い手の研究に関する有識者懇談会（地方開催）（全
国平均１泊２日）

389 389( )

１０～７級 200 200( ) 0.9905  4     50,520           回  @ 

６～３級 189 189( ) 0.9905  4     47,720           回  @ 

４．寄附文化醸成に関する調査・研究

寄附文化醸成に関する旅費（全国平均当日日帰り（往復運賃・特急
料金・日当））

６～３級 142 142( ) 0.9905  4     35,720           回  @ 

計 7901, 7901,( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 220 220 0 １．特定非営利活動法人の認定・認証制度推進業務

（１）共助社会の担い手の研究に関する有識者懇談会

懇談会出席旅費（全国平均当日日帰り（往復運賃・特急料金・日当
））

220 220( )

ア．東京開催懇談会（委員） 104 104( )

①地方在住委員相当（全国平均当日日帰り（往復運賃・特急料金
・日当））

１０～７級 72 72( )   2  1     36,120        回  @ 

②関東在住委員相当（ブロック内当日日帰り（往復運賃・特急料
金・日当））

１０～７級 32 32( ) 2    1     15,880   人   回  @ 

イ．地方開催懇談会（委員）（全国平均当日日帰り（往復運賃・
特急料金・日当））

１０～７級 72 72( ) 2       1     36,120   人      回  @ 

ウ．東京・地方開催懇談会（有識者）（県内・日当）

１０～７級 44 44( ) 3    6      2,450   人   回   @ 

95016-2123-09-1010庁 費 5532, 5552, 2 １．特定非営利活動法人の認定・認証制度推進業務 5552, 5532,( )

（１）印刷製本費 7591, 7591,( )

①地方ブロック会議の運営（都道府県との連絡・調整）等

地方ブロック会議（平版　カラー　Ａ４（上質）１００頁）

565 565( ) 70    6          2     1,050  0.6402    部   ブロック   回  @ 

②認定・認証の手引き（平版　白黒　Ａ４（上質）４００頁）

1941, 1941,( )   870     2,148  0.6391       部  @ 

（２）借料及び損料 369 369( )

①地方ブロック会議の運営（都道府県との連絡・調整）等

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



地方ブロック会議会場借料

277 277( ) 6          2     36,000  0.6402   ブロック   回  @ 

②共助社会の担い手の研究に関する有識者懇談会

地方懇談会会場借料 92 92( ) 4     36,000  0.6402   回  @ 

（３）事務費 224 226( )

①消耗品費 33 35( )

コピー用紙（Ａ４） 21 23( )
        1,350        (     ) 
 27     1,225  0.6402    箱  @ 

封筒（角２号クラフト紙）

12 12( ) 70    6          2     22.0  0.6402    部   ブロック   回  @ 

②通信運搬費（定形外５００ｇ）

191 191( ) 70    6           1.164   390    部   ブロック          @ 

（４）会議費 66 66( )

①地方ブロック会議の運営（都道府県との連絡・調整）等

62 62( )
                        116                        (   ) 
 70    6          2     115  0.6402    人   ブロック   回  @ 

②共助社会の担い手の研究に関する有識者懇談会 4 4( )

ア．東京開催（委員・有識者）

2 2( )
             116             (   ) 
 14    2     115  0.6402    人   回  @ 

イ．地方開催（委員・有識者）

2 2( )
            116            (   ) 
 6    4     115  0.6402   人   回  @ 

（５）雑役務費

①共助社会の担い手の研究に関する有識者懇談会　速記料 137 133( )

ア．東京開催 55 53( )
              20,800              (      ) 
 2      2     21,400  0.6402   時間   回  @ 

イ．地方開催 82 80( )
              20,800              (      ) 
 2      3     21,400  0.6402   時間   回  @ 

95016-2123-09-2099市民活動促進等
調査費

00211, 00211, 0 １．市民活動促進に向けた調査・研究 3157, 3177,( )

２．ＮＰＯ法人の事業承継等の円滑化に向けた研修事業 6873, 6853,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



015市民活動の担い手の運営
力強化に必要な経費

3827, 2406, △ 1421, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )11519, ( )75916, ( )80210, ( )7389, ( )7389,
予 算 額 11519, 75916, 80210, 7389, 7389,

（要求要旨） 
  社会的課題解決に意欲的に取り組む団体の活動の成果を可視化する社会的インパクト評価の推進を図り 
、当該団体の事業の改善・組織力の強化を図る。 
                                                                                               
                      

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 295 295 0 １．「社会的インパクト評価の普及・拡大に関する調査」（仮称）実
施に係るヒアリング（全国平均１泊２日）

295 295( )

１０～７級 152 152( ) 1    3        50,520   人   ヶ所   @ 

６～３級 143 143( ) 1    3       47,720   人   ヶ所  @ 

95016-2123-09-2099市民活動促進等
調査費

0877, 9455, △ 1421, １．社会的インパクト評価の普及・拡大に関する調査（仮称） 9455, 0877,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



020個人参加型の共助社会づ
くり推進モデル構築経費

4452, 0 △ 4452, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )0 ( )0 ( )1138, ( )4267, ( )2816,
予 算 額 0 0 1138, 4267, 2816,

（要求要旨） 
 超高齢化・少子化の進展や社会的課題の複雑化・多様化に伴い、「共助」の役割は様々な場面で増大し  
ているが、「共助・支え合い」は必ずしもNPO法人等の団体を通じたものに限らない（例えば子ども食堂  
の運営や災害時のボランティア参加など）。個々人の意欲を効果的に活動に結び付ける方策を分野横断的 
に検討し、共助社会づくりを推進するために必要な施策を講じる。 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 79 0 △ 79 前年度限りの経費 0 79( )

95016-2123-09-2099市民活動促進等
調査費

3662, 0 △ 3662, 前年度限りの経費 0 3662,( )

051 経済財政政策の企画立案
等に必要な経費

094165, 214138, △ 88026,

046中長期の経済運営に必要
な経費

887161, 007135, △ 88026, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )80638, ( )55544, ( )93643, ( )387134, ( )788155,
予 算 額 80638, 55544, 93643, 38754, 788155,

01 中長期の経済財政運営の
企画立案に要する経費

7375, 7375, 0 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )38019, ( )2098, ( )2886, ( )3296, ( )0096,
予 算 額 38019, 2098, 2886, 3296, 0096,

 
（要求要旨） 
  持続的かつ力強い経済成長を実現するとともに、財政健全化に向けて取り組むため、経済・財政一体改 
革を着実に推進し、状況に応じ必要な検証を行っていく必要がある。このため、目指すべき経済社会の実 
現に向けて、経済財政諮問会議において引き続き調査・審議を行う。そこで、中長期の経済財政運営の企 
画立案等に役立てていくため、様々なデータの分析や最新の事例、専門家の知見の収集等を行う。       
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
         

95016-2129-06-0110諸 謝 金 4231, 4231, 0 Ⅰ　中長期の経済財政運営の企画立案に関するヒアリング及び研究会
の実施

１．意見聴取謝金 3751, 3751,( )

委員（役員級） 633 633( ) 4     7     2       11,300   人    回    時間  @ 

委員（役員級） 46 46( ) 1    2     2       11,300   人   回    時間  @ 

委員（大学教授級） 664 664( ) 6     7     2        7,900   人    回    時間   @ 

委員（大学教授級） 32 32( ) 1    2     2        7,900   人   回    時間   @ 

Ⅱ　社会保障に関する政策の企画、立案に関するヒアリングの実施

１．意見聴取謝金

大学教授級 48 48( ) 3    1     2        7,900   人   回    時間   @ 

計 4231, 4231,( )

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 225 225 0 Ⅰ　中長期の経済財政運営の企画立案に関するヒアリング及び研究会
の実施

１．国内調査研究旅費

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



（ブロック内　２泊３日　１０～７級）

45 45( ) 1    1    1           44,680   人   回   地域      @ 

Ⅱ　社会保障に関する政策の企画、立案に関するヒアリングの実施

１．国内調査研究旅費

（全国平均　２泊３日　６～３級）

180 180( ) 1    3      1     59,720   人   地域   回  @ 

計 225 225( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 75 75 0 Ⅰ中長期の経済財政運営の企画立案に関する研究会の実施

１．会議出席旅費 75 75( )

（全国平均　日帰り　　指定職）

49 49( ) 1    1     48,660   人   回  @ 

（県内　１泊２日　　６～３級）

26 26( ) 2    1     12,700   人   回  @ 

95016-2123-09-2109経済新生政策調
査費

0144, 0144, 0 Ⅰ　中長期的な財政の在り方に関する調査 2433, 0063,( )

Ⅱ　日経テレコンの利用 771 0( ) 12     58,400  1.10    月  @ 

Ⅲ．前年度限りの経費 0 0081,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



21 社会資本関連調査検討経
費

92622, 63220, △ 2942, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )42619, ( )56610, ( )57210, ( )44110, ( )36412,
予 算 額 42619, 56610, 57210, 44110, 36412,

（要求要旨） 
  我が国の財政が厳しい中、少子高齢化という構造問題に立ち向かうに当たって、証拠に基づく政策立案 
（EBPM）に資するよう、政策効果の測定につながる統計等の充実を図ることが求められている。このため 
、我が国の社会資本ストックについて、適切な評価及び将来の社会資本政策の検討に資するよう、最新の 
知見とデータ等を基に、学識経験者との議論を通し、ストック推計手法の学術的な助言を得ながら、「日 
本の社会資本2027」の策定に向けて、ストック推計の精緻化など将来の社会資本政策に役する調査を実施 
する。                                                                                         
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
   

95016-2129-06-0110諸 謝 金 112 224 112 意見聴取謝金 224 112( )

大学教授級 126 63( )
      2      ( ) 
 2    4    2       7,900   人   回   時間  @ 

大学准教授級 98 49( )
       2       ( ) 
 2     4    2       6,100   人    回   時間  @ 

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 220 220 0 調査旅費 220 220( )

全国平均１０級相当 101 101( ) 2    1     50,520   人   回  @ 

全国平均　８級相当 95 95( ) 2    1     47,720   人   回  @ 

県内　１０級相当 12 12( ) 2    3     1,962   人   回  @ 

県内　８級相当 12 12( ) 2    3     1,937   人   回  @ 

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 210 160 △ 50 意見聴取者旅費 160 210( )

大学教授級　全国平均 51 51( ) 1    1     50,520   人   回  @ 

大学准教授級　全国平均 95 143( )
 3 ( ) 
 2    1     47,720   人   回  @ 

大学教授級　県内 6 4( )
       2       ( ) 
 1     3     1,962   人    回  @ 

大学准教授級　県内 8 12( )
 3 ( ) 
 2      2     1,937   人     回  @ 

95016-2123-09-2109経済新生政策調
査費

38422, 02820, △ 3562,Ⅰ．日本の社会資本２０２７の公表に向けた検討調査 02820, 38422,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



31 経済・財政一体改革の推
進及びＷｅｌｌ－ｂｅｉ
ｎｇに関する検討経費

２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )0 ( )78025, ( )92318, ( )35122, ( )24652,
予 算 額 0 78025, 92318, 35122, 24652,

（要求要旨） 
経済・財政一体改革推進委員会で取りまとめた「経済・財政一体改革エビデンス整備プラン2022」を 
実行するうえで、経済・財政一体改革の各施策のデータ整備、エビデンス構築を含め、ＥＢＰＭの実 
践に必要な取組を推進する。 
  また、骨太方針2022等に基づき、ＧＤＰ等の経済統計だけでなく、満足度・生活の質等のWell-bei 
ngに関する様々な指標の活用を促進する。このため、Well-beingに関する意識調査を実施するととも 
に、分析結果の政策への活用状況等を調査する。                                               
                                                                                           
                                                                                           
                                                                                           
                                                                                           
                                 

95016-2123-09-2109経済新生政策調
査費

92063, 74962, △ 1711,Ⅰ．満足度・生活の質に関するダッシュボード作成のための調査 83917, 30410,( )

Ⅱ．新型感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査 26216, 62015,( )

Ⅲ．ＥＢＰＭ推進事業 64828, 64528,( )

前年度限りの経費 0 3519,( )

計 74962, 92063,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



41 成果連動型民間委託の普
及促進に必要な経費

30469, 88945, △ 41523, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )0 ( )0 ( )1538, ( )26695, ( )16985,
予 算 額 0 0 1538, 26615, 16985,

（要求要旨） 
  少子高齢化、人口減少、財政制約の下、国や地方公共団体は、複雑化する社会的課題に直面している状 
況にあって、官民連携を通じて社会課題をより効果的に解決していく必要がある。「経済財政運営と改革 
の基本方針2022」（令和４年６月７日閣議決定）に基づき、ＳＩＢを含む成果連動型民間委託契約方式（ 
ＰＦＳ：Pay for Success）を通じて、複雑化する社会課題の効率的、効果的解決を促進するとともに、  
社会的インパクト投資資金を呼び込むことも念頭に、必要な環境整備（案件形成を含めた複数年にわたる 
支援の充実、中間支援組織等との連携促進）を含め必要な施策を実施する。                           
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                     
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                               
                                                                                            

95016-2129-06-0110諸 謝 金 404 404 0 意見聴取謝金（ＰＦＳアクションプランフォローアップに係るヒアリ
ング）

323 323( )

公務員部長級（１０～７級） 119 119( ) 5    3      1       7,900   人   箇所   時間  @ 

公務員課長級（６～３級） 18 18( ) 1    3      1       6,100   人   箇所   時間  @ 

民間人役人級（指定職） 102 102( ) 3    3      1       11,300   人   箇所   時間  @ 

民間人部長級（１０～７級） 84 84( ) 4    3      1       7,000   人   箇所   時間  @ 

ガイドライン改定に向けた検討会（仮称） 81 81( )

公務員部長級（１０～７級） 12 12( ) 1    1     1.5       7,900   人   回      時間  @ 

民間人役人相当（指定職） 34 34( ) 2    1     1.5       11,300   人   回      時間  @ 

民間人部長級（１０～７級） 11 11( ) 1    1     1.5       7,000   人   回      時間  @ 

大学教授級（１０～７級） 24 24( ) 2    1     1.5       7,900   人   回      時間  @ 

計 404 404( )

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 214 358 144 内国旅費

国内事例に係るヒアリングに係る旅費 358 214( )

公務員部長級（１０～７級） 180 72( )
        2     36,130        ( )   (      ) 
   1    5     36,120     人   回  @ 

公務員課長級（６～３級） 107 71( )   1    3     35,720     人   回  @ 

公務員課長補佐級（２～１級） 71 71( )   1    2     35,220     人   回  @ 

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 434 290 △ 144

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



意見聴取者旅費（ＰＦＳアクションプランフォローアップに係るヒア
リング）

49 121( )

民間人役員級（指定職　全国平均）

49 49( ) 1    1     48,660   人   回  @ 

前年度限りの経費 0 72( )

ガイドライン改定に向けた検討会（仮称） 241 313( )

民間人役員級（指定職　全国平均）

97 97( ) 2    1     48,660   人   回  @ 

民間人部長級（１０級～７級　全国平均）

72 72( ) 2    1     36,120   人   回  @ 

大学教授級　（１０～７級　全国平均）

72 72( ) 2    1     36,120   人   回  @ 

前年度限りの経費 0 72( )

計 290 434( )

95016-2123-09-1010庁 費 144 144 0
消耗品費（コピー用紙） 4 4( ) 3    1     1,225  1.10   回   箱  @ 

会議費（飲料水） 1 1( ) 2    11     79  1.10   回    人  @ 

印刷製本費（とりまとめ文書） 2 2( )

印刷費 1 1( ) 20    10    1     4.87  1.1    頁    部   件  @ 

紙代

1 1( ) 20    1/2  10    1     1.00  1.10    頁         部   件  @ 

雑役務費（速記代） 137 137( ) 6    1       20,800  1.10   回   時間  @ 

95016-2123-09-2109経済新生政策調
査費

10845, 69325, △ 41519,Ⅰ．分野横断的な成果連動型民間委託契約事業の案件形成及び評価体
系の確立の調査に係る経費

7938, 7928,( )

Ⅲ．成果連動型民間委託契約方式による事業の評価検証（国庫債務負
担行為）（令和２年度議決分）

4004, 3003,( )

 国庫債務負担行為の内訳 
  ２年度議決分（事項：成果連動型事業）                              （千円） 
┌───────────┬────┬────┬────┬────┬────┐ 
│      当初議決分      │ 限度額 │  2年度 │  3年度 │  4年度 │  5年度 │ 
├───────────┼────┼────┼────┼────┼────┤ 
│A.議決額              │160,000 │  60,000│  20,000│  40,000│  40,000│ 
├───────────┼────┼────┼────┼────┼────┤ 
│B.契約額（当初）      │ 77,000 │  49,300│  20,000│   3,300│   4,400│ 
├───────────┼────┼────┴────┴────┴────┘ 
│C.国債を要しなかった額│ 83,000 │ 
└───────────┴────┘ 
 

Ⅳ．成果連動型民間委託契約方式による事業の評価検証（国庫債務負
担行為）（令和４年度議決分）

50012, 06117,( )

 国庫債務負担行為の内訳 
  4年度議決分（事項：成果連動型事業）                     （千円） 
┌───────────┬────┬────┬────┬────┐  
│      当初議決分      │ 限度額 │  4年度 │  5年度 │  6年度 │  
├───────────┼────┼────┼────┼────┤  
│A.議決額              │100,000 │  19,000│  41,000│  40,000│  

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



├───────────┼────┼────┼────┼────┤ 
│B.契約額（見込み）    │ 42,061 │  17,061│  12,500│  12,500│  
├───────────┼────┼────┴────┴────┘  
│C.国債を要しなかった額│ 57,939 │ 
└───────────┴────┘ 
 
                                                                                               
                                                       

前年度限りの経費 0 95515,( )

計 69325, 10845,( )

95016-2815-16-8888成果連動型民間
委託契約方式推
進交付金

00023, 00019, △ 0004,Ⅰ．成果連動型民間委託契約方式による事業支援交付金（令和３年度
議決分）

00014, 0005,( )

 国庫債務負担行為の内訳 
  ３年度議決分（事項：成果連動型事業）                    （千円） 
┌───────────┬────┬────┬────┬────┐  
│      当初議決分      │ 限度額 │  4年度 │  5年度 │  6年度 │  
├───────────┼────┼────┼────┼────┤  
│A.議決額              │220,000 │  50,000│  70,000│ 100,000│  
├───────────┼────┼────┼────┼────┤ 
│B.契約額（見込み）    │ 15,941 │   1,100│    841 │  14,000│  
├───────────┼────┼────┴────┴────┘  
│C.国債を要しなかった額│204,059 │ 
└───────────┴────┘ 
 
 
 
 

Ⅱ．成果連動型民間委託契約方式による事業支援交付金（令和４年度
議決分）

0005, 00018,( )

 国庫債務負担行為の内訳 
  ４年度議決分（事項：成果連動型事業）                    （千円） 
┌───────────┬────┬────┬────┬────┐  
│      当初議決分      │ 限度額 │  4年度 │  5年度 │  6年度 │  
├───────────┼────┼────┼────┼────┤  
│A.議決額              │162,000 │  18,000│  44,000│ 100,000│  
├───────────┼────┼────┼────┼────┤ 
│B.契約額（見込み）    │  7,500 │     0  │   5,000│   2,500│  
├───────────┼────┼────┴────┴────┘  
│C.国債を要しなかった額│ 154,500│ 
└───────────┴────┘ 
 
 

計 00019, 00023,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



095経済財政政策に関する有
識者の見解調査・コンセ
ンサス検討経費

2073, 2073, 0 ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )2084, ( )2084, ( )2084, ( )0024, ( )4973,
予 算 額 2084, 2084, 2084, 0024, 4973,

（要求要旨） 
  経済社会に関する基本認識、政策、制度、規範等のあり方について、有識者の見解を聴取し、 
  コンセンサスとしてとりまとめ、経済財政政策の企画立案、調整に活用するために必要な経費。 

95016-2129-06-0110諸 謝 金 6631, 6631, 0 １．ＷＧ・専門チームの開催

会議出席謝金 4681, 4681,( )

民間人役員相当

678 678( ) 3    4      1      5                 11,300   人   回     時間   WG・専門チーム  @ 

大学教授級

790 790( ) 5    4      1      5                 7,900   人   回     時間   WG・専門チーム  @ 

２．有識者からの意見聴取 195 195( )

大学教授級 150 150( ) 19    1      1       7,900    人   回     時間  @ 

民間人役員相当 45 45( )  4    1      1       11,300    人   回     時間  @ 

計 6631, 6631,( )

95016-2122-08-2010職 員 旅 費 588 588 0 １．ＷＧ・専門チームの開催

意見聴取旅費 201 201( )

１００ｋｍ未満、日帰り 7 7( )

１０～７級 2 2( )  2,450  1    1  @        回   人 

６～３級 5 5( )  2,350  1    2  @        回   人 

全国平均、１泊２日 194 194( )

１０～７級 51 51( )  50,520  1    1  @         回   人 

６～３級 143 143( )  47,720  1    3  @         回   人 

２．有識者からの意見聴取（全国平均１泊２日） 387 387( )

１０～７級 101 101( )  50,530  2      1  @         箇所   人 

６～３級 286 286( )  47,730  2      3  @         箇所   人 

計 588 588( )

95016-2122-08-6010委 員 等 旅 費 956 956 0 １．ＷＧ・専門チームの開催

委員旅費（全国平均、日帰り、１０～７級相当）

722 722( ) 4     1    5                 36,120   人    回   WG・専門チーム  @ 

２．有識者からの意見聴取 234 234( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減



委員旅費（全国平均１泊２日、１０～７級相当）

152 152( ) 3    1     50,520   人   回  @ 

委員等旅費（ブロック内、１泊２日　６～３級相当）

82 82( ) 3    1      27,480   人   回  ＠ 

計 956 956( )

056 休眠預金等活用に関する
調査等に必要な経費

04311, 8629, △ 1811, ２９年度 ３０年度 元 年 度 ２ 年 度 ３ 年 度

( )92312, ( )88326, ( )52718, ( )64815, ( )64815,
予 算 額 92312, 88326, 52718, 64815, 64815,

（要求用紙） 
   民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」（平成28年法律第101号） 
に 関し、休眠預金等に係る資金が適切に活用され、国民生活の安定向上及び社会福祉の増進に資すると  
いう本法の目的が達成されるよう、民間公益活動の実情につき内容を把握確認するために必要な経費であ 
る。 
また、新しい資本主義ではNPOや社会的企業への支援が重要とされている中、ソーシャルセクターの発展  
に向けての調査を行う。 

95016-2123-09-1010庁 費 805 805 0 １．民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関
する法律

（１）雑役務費

翻訳料（報告書等） 805 805( ) 130        5,630  1.10     枚    ＠ 

95016-2123-09-2099市民活動促進等
調査費

23810, 0579, △ 1811, １．活用団体の監督等に関する法務相談 732 732( )

２．国及び地方公共団体が対応することが困難な課題に関する調査（
仮称）

3258, 5069,( )

計 0579, 23810,( )

要求
番号 事 項 ５ 年 度

概 算 要 求 額 備 考前 年 度
予 算 額

対 前 年 度
比 較 増 △ 減


